
久喜市住宅用エネルギーシステム設置費補助金交付要綱 

平成２７年３月２５日 

告示第１０４号 

改正 平成２８年３月２９日告示第１２４号 

令和元年５月１３日告示第６号 

令和元年７月１日告示第７２号 

令和３年３月３１日告示第２１４号 

久喜市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱（平成２２年久喜市告

示第１９３号）の全部を次のように改正する。 

（趣旨） 

第１条 この告示は、再生可能エネルギーや省エネルギー機器を積極的に導入す

ることにより、地球温暖化防止に寄与するとともに、市民の環境保全意識を高

めるため、住宅用エネルギーシステムの設置者に対し、補助金を交付すること

に関し必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、久喜市補助金等の交付に関する規則（平成

２２年久喜市規則第５９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の告示に定めるところによる。 

（補助対象機器） 

第２条 補助対象となる機器（以下「補助対象機器」という。）は、次の各号に

掲げるもので、未使用のものとする。 

（１） 住宅用太陽光発電システム 太陽光を太陽電池を用いて直接的に電力

に変換するシステムで、住宅の屋根又は屋上への設置に適しており、自ら電

力会社の低圧配電線と逆潮流のある系統連結（太陽光発電システムによる発

電量のうち当該住宅における使用量を超える余剰電力が生じた場合に、これ

を商用電力に送電できるよう当該太陽光発電システムを商用電力と連結させ

ていることをいう。）及び電力会社と電灯契約（電灯又は小型機器を使用す



る需要に関する契約をいう。）を締結している、太陽電池容量（日本産業規

格に基づいて算出された太陽電池モジュールの最大出力の合計値をいう。）

が１０キロワット未満のもの 

（２） 太陽熱利用システム 太陽熱エネルギーを集熱器に集めて給湯に利用

する集熱器と貯湯槽が一体型のシステム又は太陽熱エネルギーを集熱器に集

めて給湯や空調に利用するシステムで、集熱器及び蓄熱槽が独立して設置さ

れ、動力を用いて水又は熱媒を強制循環させるシステム 

（３） 家庭用燃料電池コージェネレーションシステム（エネファーム） ガ

ス等から燃料となる水素を取り出して空気中の酸素と反応させて発電し、発

電時の排熱を給湯等に利用するシステム 

（４） 自然冷媒ヒートポンプ給湯器（エコキュート） 自然冷媒（CO２等）

を使用する空気熱源方式のヒートポンプ式給湯機 

（５） 潜熱回収型ガス給湯器及びハイブリッド給湯器（エコジョーズ等） 

潜熱を回収するための熱交換器を備えている給湯器及びこれとヒートポンプ

式を組み合わせた給湯器 

（６） 定置型リチウムイオン蓄電池 再生可能エネルギーにより発電した電

力又は夜間電力などを繰り返し蓄え、停電時など必要に応じて電気を活用す

ることができる装置 

（７） 家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ） 省エネ機器や家電など

をネットワーク化し、エネルギー使用量を管理・制御できる装置 

（８） 電気自動車等充給電設備（Ｖ２Ｈ） 電気自動車等に搭載された蓄電

池と宅内の分電盤を接続することで、電気自動車等と住宅とで電気を融通し

合うことができる装置 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者は、補助金の交付を受けようとする者で、次の各号

の要件を備えている者とする。 



（１） 自己の主たる居住の用に供する市内の住宅（当該住宅の住宅部分の床

面積が総床面積の２分の１以上である併用住宅を含む。）で、自ら、若しく

は生計を一にする者が所有し、又は新築する住宅において、補助対象機器を

設置する個人であること若しくは補助対象機器を設置した新築の住宅を、自

己の主たる居住の用に供するため取得する個人であること。 

（２） 第８条に規定する実績報告書の提出時において、市内に居住し、か

つ、住民基本台帳に記録されている者であること。 

（３） 補助金の交付を受けようとする者及び生計を一にする者が、市税を滞

納していないこと。 

（４） 同一の世帯又は同一の住宅に係る同一の補助対象機器について、過年

度に補助金の交付を受けていない者であること。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表のとおりとし、補助対象者に対し、予算の範囲内で

当該補助対象機器の購入及び設置に係る経費（消費税を除く。）の一部に充て

るため補助金を交付する。ただし、補助対象機器の購入及び設置に係る経費が

別表に示す額に満たない場合は、補助の対象外とする。 

（交付申請書の様式） 

第５条 規則第６条第１項の申請書の様式は、住宅用エネルギーシステム設置費

補助金交付申請書（様式第１号）のとおりとする。 

（交付決定通知書の様式） 

第６条 規則第９条の通知書の様式は、住宅用エネルギーシステム設置費補助金

交付・不交付決定通知書（様式第２号）のとおりとする。 

（変更等承認申請書の様式） 

第７条 規則第１１条第１項の申請書の様式は、住宅用エネルギーシステム設置

費補助金変更等承認申請書（様式第３号）のとおりとする。 

（実績報告書の様式） 



第８条 規則第１３条の報告書の様式は、住宅用エネルギーシステム設置費補助

金実績報告書（様式第４号）のとおりとする。 

（交付確定通知書の様式） 

第９条 規則第１４条の通知の様式は、住宅用エネルギーシステム設置費補助金

交付額確定通知書（様式第５号）のとおりとする。 

（交付の請求） 

第１０条 申請者は、前条の通知を受けたときは、市長に住宅用エネルギーシス

テム設置費補助金交付請求書（様式第６号）を提出し、市長は、これに基づき

補助金を交付するものとする。 

（報告） 

第１１条 市長は、補助金の交付を受けた者に対し、設置した住宅用エネルギー

システムの稼動状況について、報告を求めることができる。 

（決定の取消通知書の様式） 

第１２条 市長は、補助金を交付した者が次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは、住宅用エネルギーシステム設置費補助金交付決定取消通知書（様式

第７号）により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

（１） 不正の手段により補助金を受けたとき。 

（２） 前条に規定する報告の提出を怠ったとき。 

（３） 第１４条に規定する期間内に、補助金により取得した財産の処分、譲

渡等をしたとき。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消し

に係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返

還を命ずるものとする。 

（財産処分の制限） 



第１４条 規則第１９条ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める期間とす

る。 

（書類の整備等） 

第１５条 補助金の交付を受けた者は、補助対象機器に係る収入及び支出等を明

らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備

保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計

年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、久喜市住宅用エネルギーシステム設置

費補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正前の久喜市住宅用太陽光発電システム設置費補助金（以

下「旧要綱」という。）の規定により交付決定された補助金については、旧要

綱の規定は、この告示の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則（平成２８年３月２９日告示第１２４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の久喜市住宅用エネルギーシステム設置費補助金交付要綱の規定は、

この告示の施行の日以後に提出される補助金の申請から適用し、同日前に提出

された補助金の申請については、なお従前の例による。 



附 則（令和元年５月１３日告示第６号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年７月１日告示第７２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日告示第２１４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の久喜市住宅用エネルギーシステム設置費補助金交付

要綱の規定は、この告示の施行の日以後に久喜市住宅用エネルギーシステム設

置費補助金の交付を決定する補助金について適用し、同日前に久喜市住宅用エ

ネルギーシステム設置費補助金の交付を決定した補助金については、なお従前

の例による。 

別表（第４条関係） 

補助対象機器 補助金の額 

太陽光発電システム ６０，０００円 

太陽熱利用システム １５，０００円 

家庭用燃料電池コージェネレーションシステム（エネ

ファーム） 

４０，０００円 

自然冷媒ヒートポンプ給湯器（エコキュート） ２０，０００円 

潜熱回収型ガス給湯器及びハイブリッド給湯器（エコ

ジョーズ等） 

１０，０００円 

定置型リチウムイオン蓄電池 ６５，０００円 

家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ） ５，０００円 

電気自動車等充給電設備（Ｖ２Ｈ） ５０，０００円 

 


